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一宇南山論文へのコメント

美　添　泰　人

　全国物価統計調査における地域差物価指数の算式に関して，宇南山（2002）は，全地域の地域差物価

指数が地域全体の平均指数を上回るという「平均値不整合性」が発生することを指摘し，それを解決

する新たな指数を提案している．本稿では，現行の平均価格算式を前提として，平均値不整合性が発

生しない地域差指数の算式を導出することも可能であることを示している．その算式は現行の加重調

和平均と統一的な解釈を可能とし，従来の指数との継続性を維持しながら平均値不整合性を排除する
ことができるものである．

1．指数算式の問題点

　総務省統計局が5年ごとに作成している「全国物

価統計調査」において，従来から利用されている地

域差物価指数の算式に関して，宇南山卓（2002）は，

次の2点を指摘している．（1）現行の算式によると，

全地域の地域差物価指数が，その地域全体の平均指

数を上回るという「平均値不整合（旧稿の「病理的現

象」）」が発生する．（2）総合指数を現行のようなラ

スパイレス算式とする場合には，線形の指数算式に

よって「平均値不整合」を避けることができる．

　本コメントでは，この問題についてさらに検討し

てみたい．現行の地域差物価指数の考え方では，各

地域において購入する財・サービスが同一ないし最

低限類似的なものであれば，次の加重調和平均で与

えられる第ゴ財の平均価格凡fには明確な経済的な

解釈が成立している．

群一 ｰ翫恥瑚 （1）

ここでガは財，ぬは地域を表す添字である．

　これに対して，宇南山の提案する平均値不整合を

排除する算式では，大きく違った解釈が必要となっ

ている．

　本稿では，現行の平均価格算式（1）の几∫を前提

として，平均値不整合が発生しない地域差指数の算

式を導出することも可能であることを示す．その算

式は，現行の加重調和平均と統一的な解釈を可能と

し，その点から見て，従来の指数との継続性を維持

しながら平均値不整合を排除することができるもの

である．

　以下では，できる限り宇南山論文の記号を採用す

る。小さな違いは地域を表す添字としてノの代わり

に乃を用いる点だけである．第ぬ地域における第が

財の価格を凡，支出額（ウェイト）を既とする．

Q履＝肱／搬 （2）

と定義すると，これは単価を表すものである．さら

に記号の単純化のために，宇南山にならって以下の

ように定義する．

％＝Σ凧f，凧＝Σ凧f，
　　　ん　　　　　　　　　　　　　　ど

躍＝Σ購ガニΣ凧
　　　ガ　　　　　　　　ん

　議論の対象である，

に定義されている．

現行の地域差指数は次のよう

ムー ｰ鉱恥驚 （3）

これは（1ω＝WO　4PO　fと定義して，ム＝
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Σaf（9。ノΣ島ごQ。ゴのように書き換えれば明らかな

ように，Laspeyres指数と理解できる算式である．

　宇南山論文では，この形の地域差指数を自然なも

のと理解し，平均値不整合を排除するために，平均

指数伍の算式（1）を修正する方法を考えている．

ここでは，逆に（1）式の平均単価を前提として平均

値不i整合が発生しない自然な地域差指数の構築を試

みよう．

　指数論における数式としては（1）式は加重調和平

均である．これはPaasche指数に対応するもので

あるから，それに対応して次のPaasche型の地域

差指数を考えることが自然であろう．

み一 Si鰍1 （4）

この指数に対しては平均値不整合が発生しないこと

が，以下で確かめられ，る．なお，指数算式に関する

形式的な議論に関しては，比較的新しい内容を含む

ものとして美添（2000）を参照されたい．

2．平均値不整合の回避と今後の課題

平均値不整合の回避　（4）式を平均単価（1）式と組み

合わせると平均値不整合が発生しないことは次のよ

うにして確認できる．まずみを加重調和平均の形

で次のように明示的に表す．

ガーΣ愚論（驚γ1 （5）

ここでウェイトを傷＝凧〃7として五の加重調和

平均を評価すると，以下のようになる．

写・礁1一品写既・Σ柵肱（髭が

　　　一壱昇写ん・肱川一壱写几・黙躍

一壱恥・（Σ既∫ん）理一二品肱一1

　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　この関係は，みの調和平均が1となることを示し

ており，したがってすべてのぬに対してみ＞1とな

ることも，すべてのぬに対してみく1となることも

ない．すなわち宇南山の指摘した平均値不整合は発

生しない．
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今後の課題　実際の全国物価統計において，どのよ

うな指数算式を適用すべきかを判断するためには，

さらに以下の点の検討が必要であろう．

1．データの質の問題　地域ごとのウェイトであ

　る既げに関する信頼性は従来の指数算式を用

　いるとしても問題になる．本稿のみにおいて

　は，肱はPaasche型の算式として，品目平均

　几fと地域差指数みの両方にわたって出現する．

　したがって，原データに含まれる測定誤差が最

　終的な指数に与える影響をLaspeyres型のム

　とPaasche型のみのそれぞれについて評価す

　る必要がある．

2．計算量　当然のことながらLaspeyres型のム

　よりPaasche型のみの方が各ぬごとに異なる

　ウェイトを利用する点で計算の負荷が大きい．

　計算機の性能の向上によって現実的に各地域の

　指数が計算できるものとは考えられるが，事前

　の検討が必要である．

3．解釈　経済的な解釈が自然であることも，実

　際的な指数であるためには重要な条件である．

　この点でもLaspeyres型のムとPaasche型の

　みという見方や，単価指数としての解釈，宇南

　山論文のような解釈を比較し，相違点を明らか

　にすることが求められる．

4．過去の統計との連続性　従来の全国物価地域

　差指数との継続性を考える際，各面の平均価格

　几を従来どおりとして地域総合指数をみとす

　る方法と，地域総合指数をムを従来どおりと

　して各財の平均価格几を修正する方法とを比

　臆することになる．

付記　本コメントを執筆後，総務省統計局消費統計

課では地域差指数に関して広範な検討が行われてい

る．その内容の一部は総務省（2001）でも紹介されて

いる．近い将来，さらに進んだ内容についての詳細

な報告が期待される．

　　　　　　　　（投稿受付日2001年9月6日・
　　　　　　　　採用決定日2002年6月12日，
　　　　　　　　青山学院大学経済学部）
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